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被験者は、健常有歯顎者 7名(平均年齢 28.1 :t 3.1 歳)とした。舌庄の測定には、実験用口蓋床(厚さ1.2 mm) 
の 7 か所 (Ch1 ，，-， Ch7) に埋入した圧力センサ (PS-2KA、共和電業社)を用いた。筋活動については、岐筋、顎二腹
筋前腹、胸骨舌骨筋の表面筋電図を測定した。また、鴨下音は喉頭付近に貼付したマイクロフォン (JM-0116、小野
測器社)にて検出した。各被験者には、座位にて 370Cの水 15 cc を口腔内に含ませ、嚇下開始の指示音を合図に嚇下
を行わせ、測定を行った。
その結果、舌圧は口蓋前方部 (Ch1) から後方に向かつて発現し、 Ch1"-'Ch7 のすべてのセンサにおいてほぼ同時
に消失した。 Ch1 における舌圧発現時を基準 (0 秒)とした場合、顎二腹筋前腹活動開始(ー0.31 秒)は、 Ch1 に
おける舌圧発現時、岐筋活動開始時(-0.15 秒)ならびに胸骨舌骨筋活動開始時(-0.05 秒)より有意に早く、また
唆筋活動開始は Ch1 における舌圧発現時より有意に早かった。また、日交筋活動静止時 (0.42 秒後)と嚇下音検出時




実験 I と同様の被験者に対して、実験 II-l では厚みを均一に1.2mm、 2 .4 mm、 3.6mm とした実験用口蓋床(以
下、1.2 mm 床、 2.4 mm 床、 3.6mm 床)を、実験 II-2 では1.2mm 床、口蓋前方部のみが 3.6mm の厚みで、そ
の他の部位が1.2 mm の厚みの実験用口蓋床(以下、 A床)、口蓋左側部のみが 3.6mm の厚みで、その他の部位が




Chl における舌圧が発現するまでの時間は、口蓋床が厚くなると延長する傾向が見られ、 3.6 mm 床では1.2 mm 床
と比較して有意に延長した。一方、実験 II-2 では、舌圧発現時間ならびに舌圧と嚇下関連筋筋活動との時系列上の
関係に影響は認められなかったが、 A床と B 床において、厚みを 3.6 mm とした部位の舌圧最大値が、1.2 mm 床の
同部位と比較して有意に増加した。また、嚇下を指示してから Chl における舌圧が発現するまでの時間は、1.2 mm 
床と比較して A 床、 B 床において延長したが、有意差は認められなかった。
[考察ならびに結論]
舌圧、鴨下関連筋筋活動ならびに嚇下音を同時測定し、時系列上で分析したところ、健常者の水鴨下においては、
舌圧発現と嚇下関連筋筋活動とが一定の順序を有していることが明らかとなった。嚇下関連筋群活動の順序について
はこれまでにも報告されているが、本研究では舌圧が筋活動と時系列上で合目的的な協調関係を有し、嚇下の随意期
から反射期に至るまで維持されることが確認された。
口蓋床の厚みを変化させた場合、膜下を指示した時点から舌庄発現開始時ならびに各筋の筋活動開始時までの時聞
がすべて延長したことから、口蓋床の厚みは口腔内の感覚入力の変化を通じて嚇下の随意期の開始に影響を及ぼすも
のの、-_EL随意期が開始すると、反射期を含む舌および嚇下関連筋の活動様式は維持されることが示唆された。
舌圧最大値については、口蓋部の厚みを均一に厚くした場合には影響は認められなかったが、部分的に厚くした場
合にはその部位においてのみ増加が認められた。このことから、舌機能の低下した患者に対する補綴装置製作におい
て、舌庄の低下した部位を特定した上で、適切な口蓋部形態を形成することにより、その部位における舌圧を回復し
得る可能性が示唆された。
以上の結果より、水膜下時に口蓋部において発現する舌圧は嚇下関連筋群活動と機能的な協調関係を有しており、
口蓋部形態の変化による嚇下機能への影響が明らかとなり、生体に調和した補綴装置による治療やリハビリテーショ
ンを行う上での有用な示唆が得られた。
論文審査の結果の要旨
本研究は、上顎義歯や舌接触補助床の口蓋部の厚みや形態が明記下機能に及ぼす影響を明らかにする目的で、水膜下
時の口蓋部における舌圧と嚇下関連筋群活動との時系列上の関係を評価し、また口蓋床の厚みがこれらの関係に及ぼ
す影響について検討を行った。
その結果、水蝶下時の口蓋部における舌圧と嚇下関連筋群活動との時系列上の関係は、口蓋床の厚みが変化しても
一定の協調した順序を保っていること、また口蓋床の厚みの部分的な変化によって、鴨下時の舌と口蓋部との接触圧
を調節できる可能性が示唆された。
このことは、上顎に装着する補綴装置の口蓋部形態を設計・製作するうえで、歯科補綴治療上有益な示唆を与える
ものであり、博士(歯学)の学位取得に値するものと認める。
